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新宮町旧新宮東幼稚園敷地活用PPP/PFI導入可能性調査・アドバイザリー業務委託
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参加資格確認書

新宮町長　様

案件名称：新宮町旧新宮東幼稚園敷地活用PPP/PFI導入可能性調査・アドバイザリー業務委託
１　当社は、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4の規定に該当しない者です。
　２　当社は、新宮町の競争入札への参加に係る指名停止措置を受けていません。また、審査会の日までに指名停止措置を受けた場合には、参加資格を無効とされても異議を申し立てません。
　３　当社は、令和6年・令和7年度新宮町入札参加登録業者名簿に登録のある者です。
　４　当社は、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号）第2条第6号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は同条第2号に規定する暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者を経営に関与させていません。
　５　当社は、会社更生法（平成14年法律第154号）の規定による更生手続開始の申立てが行われた者あるいは民事再生法（平成11年法律第225号）の規定による再生手続開始の申立てが行われた者ではありません。
　６　当社は、国税及び地方税等を滞納していません。
７　当社は、経営状況、その規模及び態勢において本業務の履行に支障ございません。
　８　当社は、会社の所在（本・支店、営業所、事務所等を含む。）が福岡県内にあり、貴町と十分な意思疎通ができます。
９　当社は、建築士法（昭和25年法律第202号）第23条に基づく一級建築士事務所の登録を受けている者です。
10　当社は、令和2年4月1日以降に、本業務と同種・類似の業務を含む施設改修に係る設計業務を受注し、完了した実績を有する者です。

同種業務：地域拠点に関する公民連携導入可能性調査

類似業務：公共建築物の建設に関する公民連携導入可能性調査

上記のとおり相違ないことを誓約します。
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